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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，コリウムシールドが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

コリウムシールドは，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

コリウムシールドの構造計画を表 2－1に示す。 

 

 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
2
-
9
-
5-
1
 
R0
 

 







 

4 

2.2 評価方針 

地震荷重に対するコリウムシールドの構造強度評価を行う。なお，強度評価部位はシール

ド材を下部ドライウェルコンクリート床上に固定するためのサポートとする。 

また，設計荷重は，シールド材に作用する水平地震荷重及び鉛直地震荷重とする。 

コリウムシールドの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すコリウムシールドの

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

コリウムシールドの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 コリウムシールドの耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

    適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005 年改定） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＰｉ 断面積（ｉ＝2，3，4，…） mm2 

ＡｔＰｉ 断面積（ｉ＝1，6） mm2 

ＡτＰｉ 断面積（ｉ＝1，6） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度，許容組合せ応力度 MPa 

Ｆ 基準応力 MPa 

ＦＰ１ａ せん断力，引張力 N 

ＦＰ１ｂ せん断力，引張力 N 

ＦＰ１ｃ せん断力，引張力 N 

ＦＰ１ｄ せん断力，引張力 N 

ＦＰＨ せん断力，引張力 N 

ＦＰｉ せん断力，引張力（ｉ＝2，3，4，…） N 

ＦＰｉＨ せん断力（ｉ＝1，3） N 

ＦＰｉＶ せん断力，引張力（ｉ＝1，3） N 

ＦｔＰｉ 引張力（ｉ＝9，10） N 

ＦτＰｉ せん断力（ｉ＝9，10） N 

 Ｐ１ａ 長さ（モーメントアーム） mm 

 Ｐ１ｂ 長さ（モーメントアーム） mm 

 Ｐ１ｃ 長さ（モーメントアーム） mm 

 Ｐ１ｄ 長さ（モーメントアーム） mm 

ＬＢ１ａ 長さ（支持スパン） mm 

ＬＢ１ｂ 長さ（支持スパン） mm 

ＬＢ１ｃ 長さ（支持スパン） mm 

ＬＢ１ｄ 長さ（支持スパン） mm 

ＬＢｉ 長さ（支持スパン）（ｉ＝2，3） mm 

ＬＨ３ 長さ（負担スパン） mm 

Ｌｉ 長さ（ｉ＝1，5） mm 

ＭＰ１ａ 曲げモーメント N･mm 

ＭＰ１ｂ 曲げモーメント N･mm 

ＭＰ１ｃ 曲げモーメント N･mm 

ＭＰ１ｄ 曲げモーメント N･mm 

ＭＰｉ 曲げモーメント（ｉ＝1，2，3，…） N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

ＭＰｉＨ 曲げモーメント（ｉ＝3，5） N･mm 

ＭＰｉＶ 曲げモーメント（ｉ＝3，5） N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

Ｎｉ アンカーボルトの本数（ｉ＝9，10） ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

ｗｉ 分布荷重（ｉ＝1，2，3） N/mm 

ｗ３Ｈ 分布荷重 N/mm 

ｗ３Ｖ 分布荷重 N/mm 

Ｗ 荷重 N 

ＺＰ３Ｈ 断面係数 mm3 

ＺＰ３Ｖ 断面係数 mm3 

ＺＰｉ 断面係数（ｉ＝1，2，5） mm3 

ρs 密度 kg/m3 

σｂＰｉ 曲げ応力度（ｉ＝1，2，5） MPa 

σｂＰｉＨ 曲げ応力度（ｉ＝3，5） MPa 

σｂＰｉＶ 曲げ応力度（ｉ＝3，5） MPa 

σＰｉ 組合せ応力度（ｉ＝1，2，3，…） MPa 

σｔＰｉ 引張応力度（ｉ＝1，6，9，…） MPa 

τＰ３Ｈ せん断応力度 MPa 

τＰ３Ｖ せん断応力度 MPa 

τＰｉ せん断応力度（ｉ＝1，2，4，…） MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

許容応力 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

補強フレーム   

縦材   

水平材   

ガセットプレート   

ベースプレート   

水平プレート   

鋼棒   

ボルト   

アンカーボルト   
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4. 固有周期 

コリウムシールドは補強フレーム，縦材，水平材，ガセットプレート，ベースプレート，水

平プレート，鋼棒，ボルト，アンカーボルトにより固定されており，全体的に一つの剛体とみ

なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) コリウムシールドの耐震評価は，「5.2.4 設計荷重」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる補強フレーム，縦材，水平材，ガセットプレート，ベースプレート，水平プレ

ート，鋼棒，ボルト，アンカーボルトについて実施する。なお，水平方向及び鉛直方向の

地震力による応力の組合せには，絶対値和を適用する。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1 に示す。 

 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

   5.2.1 荷重の組合せ及び荷重の種類 

 コリウムシールドの荷重の組合せ及び荷重の種類を表 5－1 に示す。 

     

   5.2.2 許容応力 

     コリウムシールドの許容応力度を表 5－2 に示す。 

     

   5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

コリウムシールドの使用材料の許容応力評価条件を表 5－3に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び荷重の種類（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 荷重の種類 

原子炉格納 

施設 
― 

コリウム 

シールド 
常設／緩和 ― Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 短期荷重 

注記＊：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

 

表5－2 許容応力度 

応力分類  

  

荷重の種類 

基準応力 

ボルト等以外＊2 ボルト等＊2 

引張り 曲げ せん断 組合せ 引張り せん断 

短期荷重 Ｆ＊1 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1 ：基準応力Ｆは以下の計算式で求める。 

Ｆ＝Ｍｉｎ（Ｓｙ，0.7・Ｓｕ） 

＊2 ：ｆｔ，ｆｂ，ｆｓはそれぞれ以下の計算式で求める。 

ｆｔ＝Ｆ／1.5 

ｆｂ＝Ｆ／1.5 又はＦ／1.3 

ｆｓ＝Ｆ／(1.5・ 3 ) 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

補強フレーム，縦材，水平材， 

ガセットプレート，ベース 

プレート，水平プレート，鋼棒 

   

ボルト    

アンカーボルト    
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   5.2.4 設計荷重 

(1) 地震荷重 

図 3－1 に示すとおり，部材が負担する荷重範囲は，構造の周期性及び支持スパンの長

さをそれぞれ考慮し，幅  mm とする。その範囲のシールド材に作用する荷重Ｗを以下

に示す。本荷重に対して地震加速度が作用することにより発生する荷重が地震荷重とな

る。 

 

シールド材の密度ρs    kg/m3  

荷重を負担する範囲の荷重Ｗ＊   N 

注記＊：荷重Ｗは，幅  mm，高さ  mm，奥行き  mm の範囲のシールド材

及び補強フレーム等の支持材の死荷重を包絡するよう設定したものであ

る。 

 

(2) 水荷重 

コリウムシールドは水による荷重を負担する構造でないため，水荷重による応力は評

価対象としない。 
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5.3 設計用地震力 

コリウムシールドに加わる地震荷重は，Ⅵ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

において計算された計算結果を用いる。コリウムシールドの設計用地震力を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体

基礎 

T.M.S.L.  

-6.60＊1 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.99＊3 ＣＶ＝1.02＊3 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 

＊3 ：設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価点 

コリウムシールドの応力評価点は，コリウムシールドを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を 

表 5－5 及び図 5－1に示す。 

 

表 5－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 補強フレーム 

Ｐ２ 縦材 

Ｐ３ 水平材 

Ｐ４ ガセットプレート 

Ｐ５ ベースプレート 

Ｐ６ 水平プレート 

Ｐ７ 鋼棒 

Ｐ８ ボルト 

Ｐ９ アンカーボルト  

Ｐ１０ アンカーボルト  
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Ｂ～Ｂ断面 

 

図 5－1 コリウムシールドの応力評価点 
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5.4.2 補強フレームの応力計算（応力評価点Ｐ１） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，水平プレートを介して補強フレームに

集中荷重として作用するものとして計算する。補強フレームは，評価幅に対して 2 箇所

で地震荷重を受けるため，荷重を 1/2 したもので評価する。 

計算モデルは図 5－2 に示す片持ちはりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 補強フレームの計算モデル 

 

a. 補強フレームに作用する等分布荷重 

１

１

ＰＨＦ
ｗ ＝

Ｌ
 

ここで， 

ＦＰＨ：水平方向地震による荷重の総和＝  Ｈ ・Ｗ・Ｃ2  

Ｌ１：補強フレームの全長＝  mm 

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して 2 を乗じている。 

 

b. 補強フレームに作用する水平方向地震による集中荷重 

ＦＰ１ａ＝ １ １Ｂ ａｗ ・Ｌ  

ＦＰ１ｂ＝ １ １Ｂ ｂｗ ・Ｌ  

ＦＰ１ｃ＝ １ １Ｂ ｃｗ ・Ｌ  

ＦＰ１ｄ＝ １ １Ｂ ｄｗ ・Ｌ  

ここで， 

ＬＢ１ａ：水平プレート支持スパン＝  mm 

ＬＢ１ｂ：水平プレート支持スパン＝  mm 

ＬＢ１ｃ：水平プレート支持スパン＝  mm 

ＬＢ１ｄ：水平プレート支持スパン＝  mm  
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ＦＰ１ｄ 

Ｌ
Ｂ

１
ａ
 

 
Ｌ

Ｂ
１
ｂ
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c. 補強フレームに作用する曲げモーメント 

ＭＰ１ａ＝ １ １Ｐ Ｐａ ａＦ ・  

ＭＰ１ｂ＝ １ １Ｐ Ｐｂ ｂＦ ・  

ＭＰ１ｃ＝ １ １Ｐ Ｐｃ ｃＦ ・  

ＭＰ１ｄ＝ １ １Ｐ Ｐｄ ｄＦ ・  

ＭＰ１：最大曲げモーメント＝ １ １ １ １Ｐ Ｐ Ｐ Ｐａ ｂ ｃ ｄＭ ＋Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ ／ 2( )  

ここで， 

 Ｐ１ａ：モーメントアーム＝  mm 

 Ｐ１ｂ：モーメントアーム＝  mm 

 Ｐ１ｃ：モーメントアーム＝  mm 

 Ｐ１ｄ：モーメントアーム＝  mm 

 

d. 補強フレームに作用するせん断力 

ＦＰ１Ｈ：水平方向地震によるせん断力＝ ＰＨ Ｆ ／ 2  

 

e. 補強フレームに作用する引張力 

ＦＰ１Ｖ：鉛直方向地震による引張力＝ ＶＷ・(Ｃ －1)／ 2  

 

(2) 応力計算 

a. 補強フレームの曲げ応力度 

１
１

１

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ１：補強フレームの断面係数＝  mm3 

 

b. 補強フレームのせん断応力度 

１
１

１

Ｐ Ｈ
Ｐ

Ｐτ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡτＰ１：補強フレームのせん断断面積＝  mm2 

 

c. 補強フレームの引張応力度 

１
１

１

Ｐ Ｖ
Ｐ

Ｐ
ｔ

ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ  

ここで， 

ＡｔＰ１：補強フレームの断面積＝  mm2 

 

d. 補強フレームの組合せ応力度 

１ １ １ １Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｔ ｂ＝ ＋ ＋ ・σ σ σ ） τ2 3(  
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5.4.3 縦材の応力計算（応力評価点Ｐ２） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，縦材に等分布荷重として作用するもの

として計算する。縦材は，評価幅に対して2箇所で地震荷重を受けるため，荷重を1/2し

たもので評価する。 

計算モデルは図 5－3 に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 縦材の計算モデル 

 

a. 縦材に作用する等分布荷重 

１
２

ｗ
ｗ ＝

2
 

 

b. 縦材に作用する曲げモーメント 

２ ２
２

Ｂ
Ｐ

2
・ｗ Ｌ

Ｍ ＝
8

 

ここで， 

ＬＢ２：支持スパン＝  mm 

 

c. 縦材に作用するせん断力 

２ ２
２

Ｂ
Ｐ

・ｗ Ｌ
Ｆ ＝

2
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ＦＰ２ 
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(2) 応力計算 

a. 縦材の曲げ応力度 

２
２

２

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ２：縦材の断面係数＝  mm3 

 

b. 縦材のせん断応力度 

２
２

２

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ２：縦材のせん断断面積＝  mm2 

 

c. 縦材の組合せ応力度 

２ ２ ２Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｂ＝ ＋ ・σ σ τ2 3  
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5.4.4 水平材の応力計算（応力評価点Ｐ３） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，水平材に等分布荷重として作用するも

のとして計算する。水平材は，評価幅に対して 4 箇所で地震荷重を受けるため，荷重を

1/4 したもので評価する。 

計算モデルは図 5－4 に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 水平材の計算モデル 

 

 

a. 水平材に作用する等分布荷重 

ｗ３Ｈ：水平方向地震による分布荷重＝ 
 

３

Ｈ

Ｈ

・ ・

・

Ｗ Ｃ

4 Ｌ

2
  

ｗ３Ｖ：鉛直方向地震による分布荷重＝ 
３

Ｖ

Ｈ

・

・

Ｗ (Ｃ －1)

4 Ｌ
 

ここで， 

ＬＨ３：負担スパン＝  mm 

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して 2 を乗じている。 

 

b. 水平材に作用する曲げモーメント 

ＭＰ３Ｈ：水平方向地震による曲げモーメント＝ 
３ ３Ｈ Ｂ

2
・ｗ Ｌ

8
 

ＭＰ３Ｖ：鉛直方向地震による曲げモーメント＝ 
３ ３Ｖ Ｂ

2
・ｗ Ｌ

8
 

ここで， 

ＬＢ３：支持スパン＝  mm 

 

c. 水平材に作用するせん断力 

ＦＰ３Ｈ：水平方向地震によるせん断力＝ 
３ ３Ｈ Ｂ・ｗ Ｌ

2
 

ＦＰ３Ｖ：鉛直方向地震によるせん断力＝ 
３ ３Ｖ Ｂ・ｗ Ｌ

2
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ＦＰ３ ＦＰ３ 

ボルト 
水平材 

地震荷重 

地震荷重 
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(2) 応力計算 

a. 水平材の曲げ応力度 

σｂＰ３Ｈ：水平方向地震による曲げ応力度＝ 
３

３

Ｐ Ｈ

Ｐ Ｈ

Ｍ

Ｚ
 

σｂＰ３Ｖ：鉛直方向地震による曲げ応力度＝ 
３

３

Ｐ Ｖ

Ｐ Ｖ

Ｍ

Ｚ
 

ここで， 

ＺＰ３Ｈ：水平方向荷重に対する水平材の断面係数＝  mm3 

ＺＰ３Ｖ：鉛直方向荷重に対する水平材の断面係数＝  mm3 

 

b. 水平材のせん断応力度 

τＰ３Ｈ：水平方向地震によるせん断応力度＝ 
３Ｈ

３

Ｐ

Ｐ

Ｆ

Ａ
 

τＰ３Ｖ：鉛直方向地震によるせん断応力度＝ 
３Ｖ

３

Ｐ

Ｐ

Ｆ

Ａ
 

ここで， 

ＡＰ３：水平材のせん断断面積＝  mm2 

 

c. 水平材の組合せ応力度 

３ ３ ３ ３ ３Ｐ Ｐ Ｈ Ｐ Ｖ Ｐ Ｈ Ｐ Ｖ
2

ｂ ｂ＝ ＋ ＋　・　 ＋σ σ σ τ τ2) 3 ( )(  
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5.4.5 ガセットプレートの応力計算（応力評価点Ｐ４） 

(1) 計算モデル 

水平材に加わるせん断力がボルトを介してガセットプレートへ作用するものとして計

算する。 

計算は図 5－5に示すガセットプレートに対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 ガセットプレートの計算モデル 

 

a. ガセットプレートに作用するせん断力 

４ ３Ｐ Ｐ ＨＦ ＝Ｆ  

 

(2) 応力計算 

a. ガセットプレートのせん断応力度 

４
４

４

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ４：せん断力に対するガセットプレートのせん断断面積＝  mm2 
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5.4.6 ベースプレート及びアンカーボルト の応力計算（応力評価点Ｐ５及びＰ９） 

(1) 計算モデル 

補強フレームの基部に生じるモーメントが，ベースプレートに対して作用するものと

して計算する。荷重は，補強フレームに作用するシールド材の地震荷重である。コリウ

ムシールドの高さに対して，コリウムシールドの長手方向は十分に長いため短手方向の

み転倒を考慮する。また，アンカーボルトには補強フレームの基部に生じるモーメント

による引張力とせん断力が作用するものとして計算する。 

計算モデルは図 5－6 に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 ベースプレート及びアンカーボルトの計算モデル 

 

a. ベースプレートに作用する曲げモーメント 

ＭＰ５Ｈ：水平方向地震による曲げモーメント＝ 2・ＭＰ１ 

ＭＰ５Ｖ：鉛直方向地震による曲げモーメント＝ 
１ ５Ｐ Ｖ・Ｆ ・Ｌ2

4
 

ここで， 

Ｌ５：アンカーボルト間距離＝  mm 

 

b. アンカーボルトに作用する引張力 

( )
５ １

９５ ９ 

Ｐ Ｈ Ｐ Ｖ
Ｐ９ｔ

・

Ｍ 2・Ｆ
Ｆ ＝ ＋

ＮＬ Ｎ / 2
 

ここで， 

Ｎ９：アンカーボルト本数＝  本 

 

c. アンカーボルトに作用するせん断力 

 １
９

９

Ｐ Ｈ
Ｐτ

2 Ｆ
Ｆ ＝

Ｎ
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(2) 応力計算 

a. ベースプレートの曲げ応力度 

σｂＰ５＝σｂＰ５Ｈ＋σｂＰ５Ｖ 

ここで， 

σｂＰ５Ｈ：水平方向地震による曲げ応力＝ 
５

５

Ｐ Ｈ

Ｐ

Ｍ

Ｚ
 

σｂＰ５Ｖ：鉛直方向地震による曲げ応力＝ 
５

５

Ｐ Ｖ

Ｐ

Ｍ

Ｚ
 

ＺＰ５：ベースプレートの断面係数＝  mm3 

 

b. アンカーボルトの引張応力度 

９
９

９

Ｐ
Ｐ

Ｐ

ｔ
ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ   

ここで， 

ＡＰ９：ボルト有効断面積＝  mm2 

 

c. アンカーボルトのせん断応力度 

９
９

９

Ｐ
Ｐ

Ｐ

τＦ
＝

Ａ
τ  
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5.4.7 水平プレート及び鋼棒の応力計算（応力評価点Ｐ６及びＰ７） 

(1) 計算モデル 

鋼棒は，シールド材に開けられた穴に挿入されることにより，シールド材と補強フレ

ームの分離を防止するのと同時に，シールド材からの荷重を水平プレートに伝達させる

ための部材である。 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，鋼棒を介して水平プレートに引張力と

して作用するものとして計算する。水平プレートは評価幅に対して 4 箇所設置されてお

り，水平方向地震荷重を補強フレームへ伝達させるため，補強フレームに作用する水平

方向地震による集中荷重の最大値を用いて評価する。また，鋼棒はシールド材及び水平

プレートに固定されていないため，水平プレートを介してせん断力のみが作用するもの

として計算する。 

計算は図 5－7に示す水平プレート及び鋼棒に対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 水平プレート及び鋼棒の計算モデル 

 

a. 水平プレートに作用する引張力 

ＦＰ６＝ Ｍａｘ(ＦＰ１ａ，ＦＰ１ｂ，ＦＰ１ｃ，ＦＰ１ｄ) 

 

b. 鋼棒に作用するせん断力 

７ ６Ｐ ＰＦ ＝Ｆ  
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(2) 応力計算 

a. 水平プレートの引張応力度 

６
６

６

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｔ

ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ  

ここで， 

ＡｔＰ６：引張力に対する水平プレートの最小断面積＝  mm2 

 

b. 水平プレートのせん断応力度 

６
６

６

Ｐ
Ｐ

Ｐτ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡτＰ６：せん断力に対する水平プレートのせん断断面積＝  mm2 

 

c. 水平プレートの組合せ応力度 

2 3６ ６ ６Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｔ＝ ＋ ・σ σ τ  

 

d. 鋼棒のせん断応力度 

７
７

７

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ７：鋼棒の断面積＝  mm2 
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5.4.8 ボルトの応力計算（応力評価点Ｐ８） 

(1) 荷重計算 

コリウムシールドの補強フレーム等の各部材はボルトにより互いに接合される構造で

あるため，各部材からボルトに対してせん断力が作用するものとして計算する。 

 

a. ボルトに作用するせん断力 

( )８ ３ ４ ６Ｐ Ｐ Ｈ Ｐ ＰＦ ＝Ｍａｘ Ｆ ，Ｆ ，Ｆ   

 

(2) 応力計算 

a. ボルトのせん断応力度 

８
８

８

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ８：ボルトの有効断面積＝  mm2 
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5.4.9 アンカーボルト の応力計算（応力評価点Ｐ１０） 

(1) 計算モデル 

シールド材の浮き上がりによる引張力及び水平方向地震によるせん断力が，アンカー

ボルトに作用するものとして計算する。 

計算は図 5－8に示すアンカーボルトに対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 アンカーボルトの計算モデル 

 

a. アンカーボルトに作用する引張力 

１０
１０

Ｖ
Ｐ 　ｔ

Ｗ・ Ｃ －1)
Ｆ ＝  

Ｎ
(

 

ここで， 

Ｎ１０：アンカーボルト本数＝  本 

 

b. アンカーボルトに作用するせん断力 

 

１０

１０

Ｈ　
Ｐτ

・Ｗ・Ｃ
Ｆ ＝

Ｎ

2
 

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して 2 を乗じている。 

 

(2) 応力計算 

a. アンカーボルトの引張応力度 

１０
１０

１０

Ｐ
Ｐ

Ｐ

ｔ
ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ  

ここで， 

ＡＰ１０：ボルト有効断面積＝  mm2 

 

b. アンカーボルトのせん断応力度 

１０
１０

１０

Ｐ
Ｐ

Ｐ

τＦ
＝

Ａ
τ   
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 5.5 計算条件 

   応力解析に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

 

 5.6 応力の評価 

   「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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6. 評価結果 

 6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

コリウムシールドの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は 

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認 

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 6－1に示す。 
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表 6－1 短期荷重に対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期荷重 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

コリウムシールド 

P1 補強フレーム 

引張応力度 1  ○  

曲げ応力度 108  ○  

せん断応力度 41  ○  

組合せ応力度 130  ○  

P2 縦材 

曲げ応力度 78  ○  

せん断応力度 20  ○  

組合せ応力度 86  ○  

P3 水平材 

曲げ応力度 220  ○  

せん断応力度 19  ○  

組合せ応力度 223  ○  

P4 ガセットプレート せん断応力度 7  ○  

P5 ベースプレート 曲げ応力度 161  ○  
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表 6－1 短期荷重に対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期荷重 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

コリウムシールド 

P6 水平プレート 

引張応力度 174  ○  

せん断応力度 58  ○  

組合せ応力度 201  ○  

P7 鋼棒 せん断応力度 26  ○  

P8 ボルト せん断応力度 148  ○  

P9 
アンカーボルト 

 

引張応力度 189  ○  

せん断応力度 46  ○  

P10 
アンカーボルト 

 

引張応力度 2  ○  

せん断応力度 85  ○  
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